
第９節 支援費の請求

居宅支給決定障害者（保護者）又は施設支給決定障害者と契約を締結し、その契約に

基づきサービスを提供した事業者又は施設が、援護の実施者である市町村に対して、支

援費の請求を行う（身障法第１７条の５第８項及び第９項並びに第１７条の１１第８項

及び第９項、知障法第１５条の６第８項及び第９項並びに第１５条の１２第８項及び第

９項、児福法第２１条の１１第８項及び第９項 。）

また、居宅支給決定障害者（保護者）又は施設支給決定障害者が、代理受領の手続き

によらず、償還払いによる支払を希望する場合、援護の実施者である市町村に対して、

支援費の請求を行う。

Ⅰ 居宅生活支援費

１ 請求者

居宅支給決定障害者（保護者）と契約を締結し、その契約に基づきサービスを

提供した指定事業者が、援護の実施者である市町村に対して、支援費の請求を行

う。

（１）同一事業者が複数の事業所において事業者指定を受けている場合

（例）Ａ法人がＢ、Ｃ、Ｄの３カ所の事業所を運営している。

→ Ｂ、Ｃ、Ｄの事業所それぞれが、市町村に請求を行う。

（２）同一事業所において、複数の事業者指定を受けている場合

（例）Ｂ事業所において、居宅介護とデイサービスの事業者指定を受けてい

る。

→ 複数の事業に係るすべての請求をまとめて行う。

２ 請求方法

事業者は、援護の実施者である市町村に対して、提供したサービスの種類ごと

の内訳を明確にし、サービス提供月ごとに支援費の請求を行う。

（１）請求に必要な書類

居宅生活支援費の請求をしようとする事業者は、次に掲げる書類を市町村に



提出しなければならない。

ア 請求書（様式第２２号）

イ 居宅生活支援費明細書

ウ サービス提供実績記録票の写し

（２）請求書の記載事項

ア 請求金額

イ 請求金額の内訳

ウ 請求年月日

エ 請求者の、事業者番号、住所（所在地 、名称、電話番号、職・氏名）

オ 請求印

（３）請求書の記載方法

ア 「請求金額」欄

サービス提供実績記録票の実績の記録をもとに、サービス提供月の請求金

額の合計額を記載する。

イ 「内訳」欄

サービス提供実績記録票の実績の記録をもとに、提供したサービスの種類

ごとに 「請求支援費名 「明細書件数 「金額」欄にアの内訳を記載する。、 」 」

ウ 「請求事業者」欄

支援費の請求をする事業所の、事業者番号、住所（所在地 、名称、電話番）

号、職・氏名を記入の上、代表者印を押印する。

（４）居宅生活支援費明細書の記載方法

（様式第２３号、様式第２４号）ア 居宅介護、デイサービス

サービス提供を行った支給決定障害者（保護者）ごとに作成する。

① 居宅生活支援費額計算欄

提供したサービスの種類及び区分ごとに、そのサービス内容、サービス

単価、数量（サービス提供量）とその単位を記載し、それぞれのサービス

計（サービス単価×数量）を算出する。

それぞれのサービス計において算出された金額の合計を当月居宅生活支

援費額合計欄に記載する。



② 利用者負担額計算欄

本人分、扶養義務者分それぞれの利用者負担額単価、数量（サービス提

供量）とその単位を記載し、それぞれの利用者負担額計（利用者負担額単

価×数量）を算出する。

それぞれにおいて算出された金額の合計を当月利用者負担額合計欄に記

載する。

なお、利用者負担額単価は、支給決定時に設定された利用者負担額の単

位金額を記載する。

③ 居宅生活支援費請求額

①の当月居宅生活支援費額合計から②の当月利用者負担額合計を差し引

いた金額を記載する。

（様式第２５号）イ 短期入所

サービス提供を行った支給決定障害者（保護者）ごとに作成する。

① サービス提供実績

決定支給量及び提供量を記入の上、様式のカレンダーにサービス提供日

を丸で囲む。

② 居宅生活支援費額計算欄

提供したサービスの区分ごとに、そのサービス内容、サービス単価、数

量（サービス提供量）とその単位を記載し、それぞれのサービス計（サー

ビス単価×数量）を算出する。

それぞれのサービス計において算出された金額の合計を当月居宅生活支

援費額合計欄に記載する。

③ 利用者負担額計算欄

本人分、扶養義務者分それぞれの利用者負担額単価、数量（サービス提

供量）とその単位を記載し、それぞれの利用者負担額計（利用者負担額単

価×数量）を算出する。

それぞれにおいて算出された金額の合計を当月利用者負担額合計欄に記

載する。

なお、利用者負担額単価は、支給決定時に設定されれた利用者負担額の

単位金額を記載する。

④ 居宅生活支援費請求額

②の当月居宅生活支援費額合計から③の当月利用者負担額合計を差し引



いた金額を記載する。

（様式第２６号）ウ 知的障害者地域生活援助（グループホーム）

サービス提供を行った支給決定障害者すべてをまとめて作成する。

① 当月居宅生活支援費請求額

サービス提供を行った支給決定障害者ごとに、支援費月額単価、当月居

宅生活支援費請求額を記載し、全員分の当月居宅生活支援費請求額を合計

し、当月居宅生活支援費請求額合計を記載する。

② 月額単価と当月算定額が異なる場合

月額単価と当月算定額が異なる場合、その積算根拠と理由を具体的に記

載する。

（例）月途中による入退居

→ 日割り計算により当月算定単価を算出

３ 請求期限

指定事業者は、サービス提供月翌月１０日までに、市町村に請求を行う。

４ 償還払いの請求（代理受領によらない場合）の取扱い

（１）請求者

居宅支給決定障害者（保護者）が、代理受領の手続きによらず、償還払いに

よる支払を希望する場合、援護の実施者である市町村に対して、支援費の請求

を行う。

（２）費用の支払

居宅支給決定障害者（保護者）は、費用全額を事業者に支払う。

（３）領収書及びサービス提供証明書の発行

事業者は、居宅支給決定障害者（保護者）に対して、領収書を発行するとと

もに、サービスを提供した月末にサービス提供証明書を作成し発行する。



（４）請求書の提出

居宅支給決定障害者（保護者）は、サービス提供を受けた月の翌月１０日ま

でに、請求書を記入し、事業者発行の領収書及びサービス提供証明書を添付し

て、市町村の窓口に提出し、償還払いの請求を行う。

Ⅱ 施設訓練等支援費

１ 請求者

施設支給決定障害者と契約を締結し、その契約に基づきサービスを提供した施

設が、援護の実施者である市町村に対して、支援費の請求を行う。

（１）同一事業者が複数の施設において事業者指定を受けている場合

（例）Ａ法人がＢ、Ｃ、Ｄの３カ所の施設を運営している。

→ Ｂ、Ｃ、Ｄの施設それぞれが、市町村に請求を行う。

（２）同一施設において、複数の事業者指定を受けている場合

（例）Ｂ施設において、知的障害者更生施設（入所）と短期入所の事業者指

定を受けている。

→ 複数の事業に係るすべての請求をまとめて行う。

２ 請求方法

施設は、援護の実施者である市町村に対して、提供したサービスの種類ごとの

内訳を明確にし、サービス提供月ごとに支援費の請求を行う。

（１）請求に必要な書類

施設訓練等支援費の請求をしようとする事業者は、次に掲げる書類を市町村

に提出しなければならない。

ア 請求書（様式第２２号）

イ 施設訓練等支援費明細書

（２）請求書の記載事項



ア 請求金額

イ 請求金額の内訳

ウ 請求年月日

エ 請求者の事業者番号、住所（所在地 、名称、電話番号、職・氏名）

オ 請求印

（３）請求書の記載方法

ア 「請求金額」欄

サービス提供月の請求金額の合計額を記載する。

イ 「内訳」欄

提供したサービスの種類ごとに 「請求支援費名 「明細書件数 「金額」、 」 」

欄にアの内訳を記載する。

ウ 「請求事業者」欄

、 （ ）、 、 、支援費の請求をする事業所の事業者番号 住所 所在地 名称 電話番号

職・氏名を記入の上、代表者印を押印する。

（４）施設訓練等支援費明細書（様式第２７号）の記載方法

サービス提供を行った支給決定障害者すべてをまとめて作成する。

ア 当月施設訓練等支援費請求額

サービス提供を行った支給決定障害者ごとに、支援費月額単価、利用者負

担月額単価（本人 、利用者負担月額単価（扶養義務者）及びそれぞれの当月）

算定額を記載し、当月施設訓練等支援費請求額を算出する。

なお、当月施設訓練等支援費請求額は、支援費基準月額単価の当月算定額

から利用者負担月額単価（本人、扶養義務者）の当月算定額を差し引いた額

を記載する。

全員分の当月施設訓練等支援費請求額を合計し、当月施設訓練等支援費請

求額合計を記載する。

イ 月額単価と当月算定額が異なる場合

月額単価と当月算定額が異なる場合、その積算根拠と理由を具体的に記載

する。

（例）月途中の入退所



→ 日割り計算により当月算定額を算出

３ 請求期限

指定施設は、サービス提供月翌月１０日までに、市町村に請求を行う。

４ 償還払いの請求（代理受領によらない場合）の取扱い

（１）請求者

施設支給決定障害者が、代理受領の手続きによらず、償還払いによる支払を

希望する場合、援護の実施者である市町村に対して、支援費の請求を行う。

（２）費用の支払

施設支給決定障害者は、費用全額を施設に支払う。

（３）領収書及びサービス提供証明書の発行

施設は、施設支給決定障害者に対して、領収書を発行するとともに、サービ

スを提供した月末にサービス提供証明書を作成し発行する。

（４）請求書の提出

施設支給決定障害者は、サービス提供を受けた月の翌月１０日までに、請求

書を記入し、施設発行の領収書及びサービス提供証明書を添付して、市町村の

窓口に提出し、償還払いの請求を行う。


